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改築

大規模改修（1回目）

その他（新築・解体ほか）

維持補修費（軽微な修繕）

光熱水費・委託料

過去の施設整備費

施設の長寿命化とは 

予防保全や大規模改修などを適切に行いながら施設の劣化を遅らせることにより、これまで

以上に長く使用していくことをいう。 
 

背景（本編１頁） 

・本県の学校施設はベビーブームにあわせて集中的に整備を進めてきたところだが、東日本大

震災以降は災害復旧工事や耐震補強工事を優先して実施してきたため、老朽化対策が遅れて

おり、築 40～50 年を迎えている。 

・また、少子化などの社会情勢の変化や東日本大震災の影響により、生徒数が減少傾向にある

ため、施設保有量を適正なものに見直し、最適化を図る必要がある。 

・以上の観点から、中長期的な視点から計画的かつ適正規模の施設整備と適正な維持管理に努

めていく必要がある。 
 

学校施設の規模（本編 2 頁、6 頁） 

学校数 

高等学校・・・・・・・・088 校 

中高一貫校・・・・・・・002 校 

特別支援学校・・・・・・023 校 

計・・・・・・・・・・・113 校 

施設棟数と保有面積 

1,110 棟（99.2 万㎡） 

築 40 年以上の施設は全体の 6 割程度 

築 50 年以上：358 棟（27 万㎡） 

築 40 年以上：312 棟（25.5 万㎡） 

生徒数の推移（本編 8～9 頁） 

・高等学校：昭和 41 年度（最大）から令和５年度にかけて半数以上減少する見通し。 

・特別支援学校：特別な支援を必要とする児童生徒が増加し、高い水準で推移する見通し。 

  

高校の生徒数 特別支援学校の生徒数 

従来の手法による整備規模（本編 11 頁）     ※文部科学省のコストシミュレーションソフトを活用して試算 

 

－従来の整備方法(築 50 年改築)による 40 年間の整備規模の推計－ 

・整備総額 7,132 億円（年平均 178 億円） → 過去 5 年間の平均の 1.9 倍に相当 

・改築が集中する向こう 10 年間の年平均額：285 億円以上（過去平均の 3 倍に相当） 

・整備規模が増大 → 現実的ではない手法 → 改築せずに長寿命化へ方向転換 
 

施設の劣化状況 （本編 14～15 頁）  

・調査実施校 

 81 校（休校など除く） 

・調査期間 

R 元年 12 月～R２年 9 月 

・調査方法 

現地の目視確認 

・調査結果 

１６％の施設に劣化事象が見

受けられ、大規模改修が必要な

状態であったが、長寿命化でき

るものと判断した。 

福島県立学校施設長寿命化計画 概要版（1/2） 

築 40 年以上の施設 

百人 百人 
学級 

学級 

91,160 人 
34,167 人 

2,514 人 

221 人 

全体的に老朽化が進行 

R3～R12 の 10 年間 

平均コスト 

約 285 億円/年 



改築

大規模改修（2回目）

大規模改修（1回目）

その他（新築・補修ほか）

維持修繕費（軽微な修繕）

光熱水費・委託料

過去の施設整備費

長寿命化に向けた方針等（本編 18 頁） 

設計から解体に至るまでのライフサイクルコストの縮減を考慮した施設の長寿命化を図る。 

・目 標 使 用 年 数：建物の使用年数を築 50 年から築 70 年（20 年間）に延長 

・長寿命化の流れ：築後 50 年以降に構造体劣化調査と長寿命化大規模改修工事の実施 

・ﾒﾝﾃﾅﾝｽｻｲｸﾙ構築：定期的な自主点検の実施により、予防保全を考慮した維持管理を実施 
 

 
長寿命化した場合の整備規模（本編 28 頁）    ※文部科学省のコストシミュレーションソフトを活用して試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－現在の施設保有量のまま築 70 年まで長寿命化した場合による 40 年間の整備規模の推計－ 

・整備総額 6,797 億円（年平均 170 億円）→ 従来の整備規模を 335 億円削減可能 

・改築時期を後年に分散化が可能 → 平準化が図れる効果あり 

・過去平均に比べ依然として高い水準（1.8 倍）を維持 → 更なる整備規模削減が必要！ 

※本コストは試算であって、具体の整備費用は毎年の予算編成の中で決定していく。 

更なる整備規模削減に向けた対策（本編 31、32 頁） 
 
対策１：施設保有量の最適化 

これまでの高校の施設整備は、生徒数の急増期に

合わせて一斉に建築を推進してきたが、近年の人

口減少や少子化などの社会情勢の変化や東日本

大震災の影響に伴い、生徒数は年々減少の一途を

辿っており、現在の施設保有量と乖離が生じてい

る状態となっている。生徒数の減少は今後も続い

ていく見通しとなるため、今後迎える改築（建替）

に向け、将来の生徒数と教育ニーズに応じた施設

保有量（整備規模）に見直し、更なる財政負担を

抑制した整備計画を検討する。 

 

 

 
 
 

保有量の見直しから改築判断までのイメージ 
 
対策２：適正な維持管理 

 

持続可能な 適正な維持管理を確立

するには、中長期的な

維持管理に基づく自主

点検と予防保全の維持

補修により、健全な維

持管理に努め、不要な

コスト抑制を図るとと

もに、耐用年数の延長

による平準化を図る。  

また、生徒数に見合っ

た施設に見直し、整備

規模のスリム化を図る

必要がある。 
持続可能な維持管理には、できる限り保有量を最適化することが重要

自主点検

維持補修

劣化の減速

耐用年数

延　　長

健全な

維持管理

不要な

コスト抑制

整

備

規

模

平

準

化

整

備

規

模

の

削

減

生徒数の

現状分析

統廃合

減　築

適正な

保有量

持続可能な学校施設の維持管理

予防保全型の維持補修を導入

長寿命化の実現

効率的・効果

的な施設整備
（整備内容の見直し）

福島県立学校施設長寿命化計画 概要版（2/2） 

改築時期を分散できる 

生徒数の分析

運営の見直し

財政部局

予算協議

有
縮小して改築

無
解 体

現在の保有量 適正な保有量
改築の必要

性を判断

同規模で改築

そ の 他

保有量の見直し 改築の判断

将来の人口減少・少子化

を踏まえた生徒数の分析

生徒数と教育ニーズを考

慮した教育運営の見直し
解 体･･･解体により空き地を作ることで、次回改築の移転地に有効（仮設校舎不要）

その他･･･譲渡・複合施設（図書館･公民館など）など解体しない活用方法を検討

R3～R12 の 10 年間 

平均コスト 

約 190 億円/年 
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施設の保有量 高校生の数

人口減少・少子化により減少傾向

高い保有量を維持

万㎡ 千人

目標使用年数

施設の使用年数

を70年まで延長

▶
施設の自主点検に努めて行くと共に、これまでの事後保全に加え、予

防保全を取り入れた維持管理に努め、維持管理コストの抑制を図る。

従来の改築時期に長寿命化のための大規模改修工事（長寿命化大規模

改修工事）を導入し、長期的に活用できる施設づくりを目指す。保 有 量

最 適 化
▶

LCCを意識した

効率的な維持管

理の推進と維持


